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研究要旨： 

目的： 今年度は、①高齢労働者を操作的に定義し、②労働者、衛生管理者、産業保健に携

わる保健師・看護師（以下、保健師等）への質問紙調査を実施することにより、現在の産業

保健の実施状況と高齢労働者の健康保持増進、疾病の悪化防止・就労継続支援を考えた

場合の産業保健サービスの在り方を検討すると共に、③保健師等への継続教育のあり方を

検討し、キャリアラダーを提案することを目的とする。  

方法：①は文献の検討、②は質問紙調査、③は文献の検討及びグループインタビューを実

施した。 

結果： 

・高齢労働者の操作的定義を 50 歳以上の労働者とした。 

・労働者を対象とした調査では、40 歳代の自覚的健康観は低く、またそれ以前より健康診断

の有所見が増加していた。また、つまずきや転倒などは年代に関係なく経験していた。労働

者へのポピュレーションアプローチは 50 歳代以前より早い段階より開始する必要があった。 

・高齢労働者に対しては、「健診前後の保健指導の充実」、「慢性疾患（癌、生活習慣病、喘

息等）をもった社員の就業継続支援」「がん健診の導入やがん検診の拡大」のなど、生活習

慣病対策に加えて、「継続的な受診がしやすい制度」を検討する必要があり、保健師等には

それを推進する能力が求められる。 

・高齢労働者のポピュレーションアプローチの展開を考えた場合、幅広い産業保健活動が必

要であり、産業医、精神科医、衛生管理者、理学療法士、THP の運動指導担当者などを活

用した産業保健活動が求められる。 

・文献の検討及びグループインタビューより、キャリアラダー(案)の修正を行い、提案した。  
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A．研究全体の目的 

高齢労働者の増加に伴い≪健康・安全なバ

リアフリー職場の創造≫は喫緊の課題であ

る。対策として、特定のリスクをもった人へ

の対応（ハイリスクアプローチ）だけでなく

労働者の健康確保に向けた職場ぐるみの対

策（ポピュレーションアプローチ、以下 PA）

が必要であり、それを効果的に行う有能な産

業保健師等の人材育成も必要である。本研究

は多数の労働者に産業保健サービスを提供

する方法として PA による good practice を

発掘し、その推進手法を開発する。さらに産

業保健の推進に貢献できる産業保健師等を

育成するためのキャリアラダーを開発し、そ

れに基づいた教育を構築することを目的と

する（図 1）。 

 今年度は、①高齢労働者を操作的に定義し、

②労働者、衛生管理者、産業保健に携わる保

健師・看護師（以下、保健師等）への質問紙

調査を実施することにより、現在の産業保健

の実施状況と高齢労働者の健康保持増進、疾

病の悪化防止・就労継続支援を考えた場合の

産業保健サービスの在り方を検討すると共

に、③保健師等への継続教育のあり方を検討

し、キャリアラダーを提案することを目的と

する。  

 

B．研究全体の方法 

＜１＞高齢労働者の操作的定義 

 文献検討及び＜２＞の労働者調査から健

康診断の有所見率や有訴率から検討する。 

＜２＞衛生管理者、産業保健に携わる保健

師・看護師、労働者への質問紙調査 

 本研究は研究データのトライアンギュレ

ーションによる調査である（図２）。 

 労働者の調査は、Web調査による労働者 100

人以上の企業に勤務する男女の調査、全国健

康保険協会に加入する労働者への調査（中小

規模事業所）、ある大企業に勤務する労働者

の調査の 3種類の調査からなる。 

 衛生管理者への調査は東証に上場してい

る事業所に勤務する衛生管理者、および全国

健康保険協会に加入する事業所に勤務する

衛生管理者への質問紙調査からなる。 

 保健師等への調査は、産衛学会産業看護部

会に所属する保健師等への質問紙調査及び、

協会健保の都道府県支部に勤務する保健師

の質問紙調査からなる。 

＜３＞保健師等への継続教育のあり方の検

討とキャリアラダーの提案 

 看護職（行政保健師、助産師、看護師も含

む）のキャリアラダーについて文献検討を行

い、それをもとに産業保健師等のキャリアラ

ダー(案)を作成する。産業保健分野の有識者

にグループインタビューを行い、作成したキ

ャリアラダー(案)についての意見を聴取後、

キャリアラダー(案)について検討、修正を行

った。 

倫理的配慮 

国際医療福祉大学の倫理員会の承認を得

て実施した。 

 

C．結果と考察 

＜１＞高齢労働者の操作的定義 

1.[老化]の定義 １・２） 

出生から歳を重ねて死亡するまでの過程

を指す「広義の老化」（加齢）と成熟期以降

の衰退機に起こる「狭義の老化」（老衰）が

ある。つまり「恒常性の崩壊」と定義できる。 
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＜生理的老化＞ 

精神的にも肉体的にも疾患に罹患せず、天

寿をまっとうする過程で現れる表現型であ

り、純粋な経年変化による機能低下を表す。 

＜病的老化＞ 

生理的老化に様々な環境因子などがスト

レスとして加わることによって、その過程が

著しく加速され、病的状態を引き起こした状

態を病的老化と言う。 

 

2.加齢に伴う臨床検査値の変化 1・2） 

１）加齢とともに値が低下する検査項目 

総タンパク、アルブミン、Ａ/Ｇ比、クレ

アチニンクレアランス、赤血球数、ヘモグロ

ビン、ヘマトクリット 

２）加齢とともに値が上昇する検査項目 

多くの急性期相反応蛋白（CPR、フィブリ

ノゲン、）血沈、IgG、IgA、尿素窒素、クレ

アチニン 

３）加齢とともに値が上昇するが、後に低下

する検査項目 

総コレステロール、LDL コレステロール 

 

3.老化における心身機能の低下 1・2） 

１）脳の形態 

加齢に伴って認められる脳の変化として

は、神経細胞の減少と脳の重量減少による脳

萎縮が挙げられる。 

２）記憶の低下 

加齢により即時記憶は比較的保たれてい

るのに対して、長期記憶は減退しやすい。前

頭葉機能が低下し、加齢により、選択的注意

や注意の分割、聴覚性の注意変換が低下し、

複数の課題を同時に並行して遂行する能力

が低下する。 

３）感情の変化 

抑うつ症状の出現率は加齢とともに増加

する。老年期うつ病の発症には、加齢性脳血

管障害の存在が関与している。 

４）聴覚・視覚 

65 歳以上の高齢者を対象とした調査では、

ごく軽度の視・聴力機能の低下であっても、

ADL ばかりでなく、うつ尺度、QOL（主観的

幸福度）に大きく影響する 3）。 

40 歳代では高周波音域の聴力が保たれて

いるが、50 歳代以降では 2000Hz 以上の聴力

の損失が認められた 4）。 

５）呼吸機能 

加齢とともに直線的に低下する。組織学的

には気道の弾性繊維の減少によって弾性収

縮力が低下する。また肺は過膨張になり、気

道周囲の牽引力が減弱する。そのため、気道

の虚脱・閉塞が生じやすくなり、クロージン

グボリュームが増加する。さらに肺実質の弾

性収縮力低下および呼吸筋力の減弱による、

最大呼出努力による 1秒量や 1秒率が減少す

る。 

（６）心血管系 

心重量は心筋肥大や繊維組織の増殖など

によって加齢とともに増加する。組織的には、

アミロイド沈着や弁の硬化性変化および石

灰化などが認められる。刺激伝導系では洞結

節に於けるペースメーカー細胞の減少が顕

著であり、60 歳前後から減り始め 75 歳ごろ

には若年期の 10％程度の細胞数しか残存し

ない。 

機能的には安静時心拍数や左室収縮機能

は比較的保たれるが、運動時の最大心拍数や

駆出率増加反応が加齢とともに減少する。 

（６）腎・泌尿器系 
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腎動脈の粥状硬化と細動脈硬化性腎硬化

をもたらす。また糸球体の硝子化、基底膜肥

厚、尿細管萎縮などにより腎機能が低下する。

膀胱・尿道の筋組織は、加齢に伴って結合組

織に置き換わり、また支配神経の萎縮が生じ

るため膀胱容積や伸展性の減少、排尿筋の無

抑制収縮、尿道平均圧の低下などが起きる。 

（７）消化器系 

消化管粘膜の萎縮、筋層の繊維化や結合組

織変性などから吸収能、伸展性および内容物

の排出機能が低下する。また消化液の分泌機

能が減少し、消化能の低下や便の硬化をきた

す。 

肝臓においては、機能障害を起こすほどの

老化はおきない。しかし、高齢者は薬剤使用

頻度が高いため、薬物代謝能の機能低下から

薬剤性肝障害をきたしやすい。 

（８）内分泌・代謝系 

テストステロンやエストロゲンなどの性

ホルモンや成長ホルモン、ＩＧＦ－1 は加齢

とともに低下する。加齢によって内臓脂肪が

蓄積しやすくなる一方で、筋肉量は減少する

ため、インスリン抵抗性が増加して耐糖能は

低下傾向になる。耐糖能の低下は認知症のリ

スク要因となる（久山町）5）。 

2008 年の厚生労働省の糖尿病実態調査で

も、糖尿病が強く疑われる人は加齢とともに

増加し、40 歳以降では 30 歳代と比較して、

男女ともに糖尿病が強く疑われる者が急増

する（図 3）6）。 

（９）骨・運動器系 

筋肉量減少、筋力低下、反応時間の遅延、

バランス機能低下などが徐々に進行し、疾患

や長期臥床の影響でそれらの減少や低下加

速しやすい。骨量は男女ともに 20～45 歳ま

でに最大となり、その後は加齢によるエスト

ロゲンやＩＧＦ－1 の減少などにより、男性

では徐々に、女性では閉経期後に急速に減少

する。 

筋肉の重量は、成人で体重の約 40％に達す

る。個人差はあるが年齢と筋肉量の変化につ

いて、40 歳から年 0～5％ずつ減少し、65 歳

以降には減少率が増大し、最終的に 80 歳ま

でに 30～40％の低下がみられる 7）。 

関節の老化により関節軟骨が変性する。関

節軟骨の加齢変化としては、まず形態的に平

滑であった軟骨表層の粗造化がみられ、それ

が加齢とともに著明となり亀裂が起こり、細

胞外基質のプロテオグリカンが流出しコラ

ーゲン線維が露出する線維化の変化を生じ

る。関節軟骨の変性は 20 歳代から始まり、

60 歳代において膝、股、肘、手指の関節の

80％以上で認められる 8）。 

指先運動能については、50～69 歳の非事務

系就労者を対象とした調査によると、殆ど加

齢の影響を受けないものと推測された。自己

評価による手先の器用さの水準がタッピン

グ値によって、ある程度推測できるとことが

示唆された。また、中高齢期に至るまでに、

自己評価による手先の器用さが変化したと

回答した者は 48.7％で、そのうち 84.8％は

器用さが低下したと回答した 9）。 

 

3）定期健康診断結果から見た検討 

石川県内の女性労働者を対象とした定期

健康診断の年代別有所見率では、BMI が 15％

(30 歳代)、25％（40 歳代）、34％（50 歳代） 

39％（60 歳代）であり、総コレステロール値

は 5％（30 歳代）、11％（40 歳代）、24％（50

歳代）、21％（60 歳代）、収縮期血圧は 3％（30

歳代）、10％（40 歳代）、19％（50 歳）、31％ 

（60 歳代）であった。 

また、青森県における小規模事業所労働者

を対象とした高血圧の有所見率に関する調
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査では、男性においては、19.4％（35～39 歳）、

30.7％（40～44 歳）、35.5％（45～49 歳）、

44.3％ （50～54歳）、44.4％ （55歳～59歳）、

47.4％（ 60～64 歳）、47.8％（65 歳以上）

であった 9）。 

 

4.受診行動から見た検討 

厚生労働省の国民生活基礎調査（平成 22

年）から見ると、通院率は 10 歳代および 20

歳代で最低となり、40 歳以降に上昇傾向を示

す。また、厚生労働省の患者調査（平成 23

年）によると、糖尿病及び高血圧性疾患によ

る外来通院率は 45 歳から上昇し始め、高血

圧疾患では 80～84 歳でピークとなり、それ

以降低下する。また、糖尿病は 75～79 歳で

ピークとなり、それ以降低下する。 

東京都産業保健健康診断機関連絡協議会

（平成 19 年）の調査によると、男性の聴力

検査（4000Hz）では 5.7％（40～44 歳）、9.6％

（45～44歳）、17.8％（50～54歳）、25.7％ （55

～59 歳）、36.6％（60～64 歳）、51.7％（65

歳以上）であった。男性の血圧に関しては、

20.1％（40～44 歳）、36.6％（40～49 歳）、 

32.7％（50～54 歳）、38.4％（55～59 歳）、 

81.2％（60～64 歳）、45.6％（65 歳以上）で

あり、女性の血圧については 3.5％（40～44

歳）4.6％ （45～49 歳）、6.3％ （50～55 歳）、

9.0％（55～59 歳）、13.2％（60～64 歳）、 

23.2％（65 歳以上）であった。また。男性の

血糖検査の有所見率については、7.5％（40

～44 歳）、51.5％（40～49 歳）、16.6％（50

～54 歳）、25.2％（55～59 歳）、22.6％（60

～64 歳）、23.4％（65 歳以上）であり、女性

については 2.8％（40～44 歳）、4.5％（45～

49 歳）、6.2％ （50～54 歳）、9.2％（55～59

歳）、11.5％（60～64 歳）、13.6％（65 歳以

上）であった 12）。 

 

5.本研究における労働者の有訴率等  

インターネット調査の結果においては、男

性では健康診断で指摘を受けた事項の割合

は、高血圧 22.4％（40 歳代）、28.14％（50

歳代）51.0％（60 歳代）であり、女性では 7％

（40 歳代）、9.5％（50 歳代）であった。 ま

た、血糖の異常については、男性では 8。2％ 

（40 歳代）14.9％ （50 歳代）、17.6％ （60

歳代）であった。女性では 3％（40 歳代）、7％

（50 歳代）であった。 

協会健保の調査では、高血圧で指摘を受け

た者の割合は 23％（40 歳代）、31％ （50 歳

代）、43％（60 歳代）であり、血糖の異常に

ついては 5％ （40 歳代） 6％ （50 歳代） 10％

（60 歳代）であった。 

 エイジングドミノの概念（図 4）13）にある

ように、加齢は連続的に起きてきており、一

つのポイントを定めることは困難ともいえ

る。 

以上のことより、加齢に伴う心身の変化は

全身に及ぶことが分かった。男性においては

検査値の変化や有所見率は 40 歳以上より悪

化が加速するが、女性の加齢による変化は 50

歳以上から目立ち始める。また、男性におい

ては 40歳より 50歳代でより検査値データや

有所見率が上昇する（図 5～7）。 

 主な事業所の定年は現時点では 60 歳であ

り、再雇用制度の多くは 65 歳を上限として

いる。また、男女で定義を変えることは混乱

を招く可能性が有る。これらの現状を考慮し

た場合、高齢労働者を 50 歳以上と定義する

ことが、医学的にも、社会通念においても妥

当と考える。 

 本研究においては、高齢労働者の操作的定

義を 50 歳以上の労働者とした。 
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＜２－１＞衛生管理者への調査 

協会健保衛生管理者調査の方が東証企業衛

生管理者調査の結果より 60 歳代以上の社員割

合が多く、健康診断の有所見率も高かった。し

かし、健康診断前後の保健指導を実施している

事業所は 50％程度にとどまっていた。また、両

調査とも実施している保健サービスや保健師

等に期待する業務に大きな違いはなかった。 

労働者の健康診断結果を分析・活用し、事業

場の健康状態に応じた産業保健活動が展開さ

れるよう、保健師等が情報提供やアドバイスを

することが望まれる。また、事業所で雇い上げ

ている保健師等と協会健保のように事業所外

に存在する保健師に期待する役割には違いが

あった。事業所内外の産業保健サービスを使い

分けられるよう、衛生管理者に情報提供してい

くことも必要であろう。 

 

＜２－２＞保健師等への調査 

協会健保に所属する労働者は産衛学会会員

調査での対象者より年代が高く、健康診断の有

所見率は高かった。また、協会健保保健師は特

殊健診などに携わらないため、業務が限られて

おり、それに伴い産業保健活動への自信及び研

修への関心については低い項目もあった。保健

師等への研修計画を立案する際には、保健師等

の勤務する事業場の状況を考慮した内容や方

法を検討する必要がある。 

 中高年齢労働者への産業保健サービスにつ

いては、両調査とも「健診前後の保健指導の充

実」、「慢性疾患（癌、生活習慣病、喘息等）を

もった社員の就業継続支援」「がん健診の導入

やがん検診の拡大」のなど、生活習慣病対策に

加えて、「継続的な受診がしやすい制度の検討」

といった両立支援が必要であると認識してい

た。また、「筋力や体力の保持に関する対策」「腰

痛などの筋骨格系の疾患を持った社員への支

援」などの対策も必要であると認識していた。 

 中高年齢労働者への今後の保健サービスの

実施については、保健師等は自らが実施すると

共にコーディネータ役を務め、産業医、精神科

医、衛生管理者、理学療法士、THP の運動指導

担当者などを活用したに産業保健活動を推進

することが重要である。 

 

＜2－3＞労働者への調査 

2－3－1：労働者の健康状態と業務への影響、

健康管理に関する認識の実態 

 100 人以上の従業員を有する企業に勤務する

労働者を対象にwebによる質問紙調査を実施し、

835 の有効回答が得られた (男性 525 名、女性

310 名)。健康状態の実態として、30 代から健

康診断の有所見率が増加し始め、50 代以上では

約3割が生活習慣病に関する所見を有していた。

健康状態の自覚においては、腰痛や肩こりなど

の所見が多くみられ、50 代以上の労働者の約 3

割は既に罹患した疾病のマネジメントが必要

な状況であった。また、労働者の健康状態は、

労働生産性に影響を及ぼしていることが明ら

かとなった。 

以上のことから、一次予防に関しては 30 代

からの早期のアプローチが重要であり、50 代以

上の労働者は高年齢労働者として焦点をあて、

疾病管理を含めた二次予防、三次予防の介入も

重要であることが推測された。メンタルヘルス

対策については、すべての年代を通してその充

実が求められていることが示唆された。今後は

様々な属性の労働者の分析結果を統合して課

題を検討し、ポピュレーションアプローチの方

策を検討することが課題である。 

 

2－3－2：中小企業労働者の健康状況と健康行

動の特性 

全国健康保険協会に加入する労働者 50 人以

上の事業所2社の衛生管理者から各事業所 2名

の労働者に自記式質問紙を依頼し、男性 88 名
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（61.5％）、女性 55 名（38.5％）の回答を得た。 

主な結果は以下のとおりである。 

１）20 歳代より、健診で異常を指摘される、心

身の不調の経験等の健康の不具合を有してい

る労働者が存在し、30～50 歳代では増加してい

た。 

２）喫煙率は低いが、運動、日常生活活動、飲

酒、塩分・糖分摂取・水分摂取のコントロール、

ストレスマネジメントなど健康行動に留意し

ている労働者は少なかった。 

３）20～30 歳以上ではインターネットや雑誌を

使って健康情報を得ていたが、40 歳以上では健

診の保健指導の機会や新聞、かかりつけ医が情

報源となっていた。 

４）40 歳以上において、保健指導受けた経験者

が有酸素運動の効果やメタボリックシンドロ

ーム等についての健康情報の説明に自信があ

った。 

 

2－3－3：ある大企業労働者の労働災害防止に

関わる事項の実態－産業保健分野のポピュレ

ーションアプローチ推進への示唆－ 

 製造業の大企業労働者を対象に労働災害防

止に関わる事項の実態を把握した。 

その結果、製造業では比較的若い男性労働者

が多く働いており、若い世代から加齢に伴う健

康障害の予防の備えとして、禁煙支援、生活習

慣病予防等の健康づくり活動を展開する必要

性が示唆された。また、労働災害を惹起する一

因となりうる健康状態に指摘がある者は比較

的少ないが、健康状態が万全だと感じる者の割

合には年代による差を認め、特に 40 歳代で低

かった。 

加えて、ケガや事故につながる経験は、特に

転倒・転落の労働災害を惹起しかねない内容に

多く、労働者のおよそ 4分の 1がこれらの経験

をしていた。 

ケガや事故につながる経験の予防に向けた

留意点は、実践されている項目とそうではない

内容に乖離があった。これらの課題については、

適宜ポピュレーションアプローチを併用する

ことが求められるため、職域ではこの推進に保

健師等を活用することも有用と思われた。 

 

D．結論 

・高齢労働者の操作的定義を 50 歳以上の労

働者とした。 

・労働者を対象とした調査では、40 歳代の自

覚的健康観は低く、またそれ以前より健康診

断の有所見が増加していた。また、つまずき

や転倒などは年代に関係なく経験していた。

労働者へのポピュレーションアプローチは

50 歳代以前より早い段階より開始する必要

があった。 

・高齢労働者に対しては、「健診前後の保健

指導の充実」、「慢性疾患（癌、生活習慣病、

喘息等）をもった社員の就業継続支援」「が

ん健診の導入やがん検診の拡大」のなど、生

活習慣病対策に加えて、「継続的な受診がし

やすい制度」を検討する必要があり、保健師

等にはそれを推進する能力が求められる。 

・高齢労働者のポピュレーションアプローチ

の展開を考えた場合、幅広い産業保健活動が

必要であり、産業医、精神科医、衛生管理者、

理学療法士、THP の運動指導担当者などを活

用した産業保健活動が求められる。 

・文献の検討及びグループインタビューより、

キャリアラダー(案)の修正を行い、提案した。 
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図１ 研究の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 衛生管理者・産業保健に携わる保健師・看護師、労働者への質問紙調査の概要 
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図３ http://www．mhlw．go．jp/houdou/2008/12/h1225-5．html 

平成１９年国民健康・栄養調査結果の概要について 

 

 

  
図 4 エイジングドミノの概念図（秋下 雅弘。老年症候群のとらえ方） 
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図 5 年代別通院者率 

 

 

 

図 6 年代別外来通院率 
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図 7 気分障害の外来通院率 

 

 


